
1. はじめに 

令和 3 年 3 月 1 日から改正会社法が施行され、株

式交付制度が創設されました。この制度によって自社

株式を対価とするM&Aへの活用が期待されています。

中小企業における組織再編においても適用の可能性が

考えられることから、今回その概要と活用にあたって

の留意点等をご説明いたします。 

2. 概要 

株式交付制度は、「株式会社（以下、A 社）が他の

株式会社（以下、B 社）をその子会社（法務省令で定

めるものに限る。第七百七十四条の三第二項において

同じ。）とするために当該他の株式会社の株式を譲り受

け、当該株式の譲渡人に対して当該株式の対価として

当該株式会社の株式を交付することをいう（会法 2三

十二の二）。」と定義されています。 

子会社化する制度で類似するものとして株式交換（会

法 2三十一）や、現物出資（会法 207）があります。し

かし、株式交換は完全子会社化する制度であり、株主の

意向（B社株主の中にA社株主になってほしくない者が

いる、A社株式ではなくB社株式を持ち続けたい等）に

より完全子会社化を望まない場合には適用ができませ

ん。また、現物出資は現物出資規制（検査役の調査が原

則必要）（会法 207➀）や有利発行規制（有利発行の場合

に株主総会特別決議が必要）(会法 199②、309②五)など

手続きが煩雑であるというデメリットがあります。 
 

3. 税務上の取扱い 

① 株主における譲渡損益の繰延 

B 社の株主が、株式交付により B 社株式を A 社

に譲渡し、A 社株式の交付を受けた場合（A 社株式

の価額が交付を受けた金銭及び金銭以外の資産の価

額の合計額のうちに占める割合が 80％以上の場合に

限ります）、その譲渡した B社株式の譲渡損益は繰り

延べられます（措法 37の 13の 3①，66の 2の 2①）。 

この場合において、A 社株式以外の資産の交付を受

けたときは、A社株式に対応する部分のみ譲渡損益が繰

り延べられます（措法37の13の3①，66の2の2①）。 

B社株主が対価として取得したA社株式の取得価

額は原則として、譲渡した B 社株式の取得価額を引

き継ぎます（措令25の12の3④、39の10の3③一）。 

② A社における B社株式の取得価額 

A社における B社株式の取得価額は、B社株式を

取得する株主数に応じて以下の通りです（措令 39の

10の 3④一）。 

一、50人未満の株主から取得した場合： 

当該株主が有していた当該株式の当該取得の直

前における帳簿価額に相当する金額 

二、50人以上の株主から取得した場合： 

当該株式交付子会社の前期期末時の資産の帳簿

価額から負債の帳簿価額を減算した金額に相当する

金額に当該株式交付子会社の当該取得の日における

発行済株式の総数のうちに当該取得をした当該株式

交付子会社の株式の数の占める割合を乗ずる方法そ

の他財務省令で定める方法により計算した金額 

4. 留意点 

株式交付は、株式会社が他の「株式会社」を子会社

にする制度であることから、持分会社や外国会社は対

象になりません（会法 774の 3①一）。 

また、子会社でない株式会社を「子会社にする」制度

のため、既に子会社である会社の株式を追加取得する場

合や取得後に子会社にならない場合には適用できませ

ん。加えてこの場合の子会社は議決権割合 50％超の子会

社に限定（実質支配力基準による子会社化は対象外)され

ているため注意が必要です（会規 3③一、4の 2）。 

5. 必要な手続き 

株式交付制度を利用する場合、A社において以下の

手続きを取る必要があります。詳細は紙面の都合によ

り割愛致します。 

① 株式交付計画の作成（会法 774の 2） 

② 事前開示手続（会法 816の 2） 

③ 株式譲渡の申込み及び割当て（会法 774の4、5） 

④ 株主総会決議による承認（会法 816の 3） 

⑤ 反対株主の株式買取請求（会法 816の 6）。 

⑥ 債権者異議手続（会法 816の 8、会規 213の 7）。 

⑦ 事後開示手続（会法 816の 10）。 
 

6. まとめ 

株式交付は自社株対価M&Aだけでなく、B社に同

族株主以外の第三者（集約困難な他の親族や事業上の

取引先など）がいた場合に比較的簡単な手続きにより

同族株主のみを株主とする資産管理会社 A社（株主に

第三者が入らず、第三者は B社株式を保有し続けられ

る）を構築するなども可能と考えられます。 

株式交付は新しい制度であり実務事例が少ないこ

とから、活用を検討される際は税理士にご相談くださ

い。           
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